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アライアンス・バーンスタイン・日本プレミア・バリュー株投信
追加型投信／国内／株式
第21期（決算日2019年8月27日）
作成対象期間（2019年2月28日～2019年8月27日）

受益者のみなさまへ
毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申

し上げます。
さて、「アライアンス・バーンスタイン・日

本プレミア・バリュー株投信」は、このたび
第21期の決算を行いました。
当ファンドは、マザーファンドを通じて、

主としてわが国の株式に投資し、ボトムアッ
プ・アプローチをベースとしたバリュー株式
運用を行います。当期もこれに沿った運用を
行ってまいりました。
ここに、当期の運用状況をご報告申し上げ

ます。
今後とも一層のお引き立てを賜りますよう、

お願い申し上げます。

第21期末（2019年8月27日）
基準価額 21,644円
純資産総額 378百万円

第21期
騰落率 △ 9.7％

分配金（税込み）合計 0円
（注） 騰落率は分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算

したもので、小数第2位を四捨五入して表示しております。
（注）純資産総額の単位未満は切り捨てて表示しております。

○ 交付運用報告書は、運用報告書に記載すべき事項のうち重要なものを記載した書面です。その他の内容については、運用報告書（全体版）に記
載しております。

○ 運用報告書（全体版）は、受益者の方からのご請求により交付されます。書面での交付をご請求される方は、販売会社までお問い合わせください。
○ 当ファンドは、信託約款において運用報告書（全体版）に記載すべき事項を、電磁的方法によりご提供する旨を定めております。運用報告書（全
体版）は、アライアンス・バーンスタイン株式会社のホームページにて閲覧・ダウンロードいただけます。

＜「運用報告書（全体版）」の閲覧・ダウンロード方法＞
上記ホームページアドレスにアクセス ➡ 「基準価額一覧（国内投資信託）」を選択 ➡ 「株式型」の表内の当ファンド名を選択 ➡ 「運用報告書（全
体版）」のリンクを選択
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運用経過
アライアンス・バーンスタイン・日本プレミア・バリュー株投信（以下「当ファンド」ということが

あります。）の運用状況をご報告いたします。

期中の基準価額等の推移  （2019年2月28日～2019年8月27日）

純資産総額（右軸）基準価額（左軸） 分配金再投資基準価額（左軸） ベンチマーク（左軸）

（円） （百万円）
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期 首：23,961円
期 末：21,644円（既払分配金（税込み）：0円）
騰落率：△ 9.7％（分配金再投資ベース）

（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。
（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、

お客様の損益の状況を示すものではありません。
（注）上記騰落率は、小数第2位を四捨五入して表示しております。
（注）分配金再投資基準価額およびベンチマークは、期首（2019年2月27日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。
（注）ベンチマークは、TOPIX（東証株価指数、配当込み）です。詳細は3ページをご参照ください。

○基準価額等の推移
基準価額（分配金（税込み）再投資）は前期末比－9.7％※と、ベンチマークであるTOPIX（東証株価

指数、配当込み）の同－6.9％を下回るパフォーマンスとなりました。
※基準価額の騰落率は、税込み分配金を決算日の基準価額で全額再投資したと仮定した場合のパフォーマンスを示しています。税金、手数料等を考慮しておりま
せんので、投資家の皆様の実際の投資成果を示すものではありません。

○基準価額の主な変動要因
本来の収益力と比べて株価が過小評価されていると判断し保有したわが国の株式が下落したことから、

基準価額も下落しました。
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1万口当たりの費用明細  （2019年2月28日～2019年8月27日）

項 目 当 期 項 目 の 概 要金 額 比 率
円 ％

（a） 信 託 報 酬 166 0.717 （a） 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率

（ 投 信 会 社 ） （ 80） （0.348）    委託した資金の運用、基準価額の算出等の対価

（ 販 売 会 社 ） （ 80） （0.348） 購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファン
ドの管理および事務手続き等の対価

（ 受 託 会 社 ） （  5） （0.021）    運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

（b） 売 買 委 託 手 数 料 3 0.015 （b） 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数

（ 株 　 式 ） （  3） （0.015） 売買委託手数料は、組入金融商品等の売買の際に売買仲介人に支払う手数料

（c） そ の 他 費 用 11 0.049 （c） その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数

（ そ の 他 ） （ 11） （0.049） その他は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用、信託財産に関
する租税、信託事務の処理に要する諸費用、受益権の管理事務に係る費用、
印刷業者等に支払う法定書類の作成・印刷・交付および届出に係る費用等

合 計 180 0.781

期中の平均基準価額は、23,121円です。
（注）期中の費用（消費税等の課されるものは消費税等相当額を含めて表示）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。
（注）各金額は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。ただし、平均基準価額は円未満切り捨て。
（注）売買委託手数料およびその他費用は、当ファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを含みます。
（注）各比率は、1万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数第3位未満は

四捨五入してあります。
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最近5年間の基準価額等の推移  （2014年8月27日～2019年8月27日）

純資産総額（右軸）基準価額（左軸） 分配金再投資基準価額（左軸） ベンチマーク（左軸）

（円） （百万円）
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（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。
（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、

お客様の損益の状況を示すものではありません。
（注）分配金再投資基準価額およびベンチマークは、2014年8月27日の値が基準価額と同一となるように指数化しております。

2014年8月27日 2015年8月27日 2016年8月29日 2017年8月28日 2018年8月27日 2019年8月27日
決算日 決算日 決算日 決算日 決算日 決算日

基準価額 （円） 20,144 22,724 20,156 24,854 26,357 21,644
期間分配金合計（税込み） （円） － 460 270 560 270 0
分配金再投資基準価額騰落率（％） － 15.0 △ 10.1 26.1 7.1 △ 17.9
ベンチマーク騰落率 （％） － 18.9 △ 10.6 24.5 10.4 △ 11.8
純資産総額 （百万円） 2,170 1,325 920 590 505 378

（注）上記騰落率は、小数第2位を四捨五入して表示しております。
（注）純資産総額の単位未満は切り捨てて表示しております。
（注）騰落率は1年前の決算応当日との比較です。
（注）ベンチマークは、TOPIX（東証株価指数、配当込み）です。

●ベンチマークに関して
○TOPIX（東証株価指数、配当込み）
TOPIX（東証株価指数、配当込み）は、東京証券取引所第一部に上場している国内普通株式全銘柄を対象と
して算出した指数で、配当を考慮したものです。なお、TOPIXに関する著作権、知的財産権その他一切の権
利は東京証券取引所に帰属します。
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投資環境  （2019年2月28日～2019年8月27日）
日本株式市場は、前期末比で下落しました。

期初から2019年4月半ばにかけては、米中の貿易協議進展への期待と世界経済の先行きに対する不安
が入り混じる中、不安定ながらもやや上昇しました。しかし5月には、米国が中国製品への関税引き上
げや通信機器会社ファーウェイなどの中国企業への制裁を発表し、中国側も対抗措置を打ち出したこと
から、株式市場は大幅に下落しました。円高の進行も投資家心理を悪化させました。その後、米中首脳
会談で、両国が交渉再開に合意したほか、米国による追加関税が先送りされたことから株式市場は反発し、
7月上旬にかけて上昇しました。米連邦準備理事会（ＦＲＢ）が7月に利下げを行う公算が高まったこ
とも株価を後押ししました。しかし7月中旬以降は、米中貿易摩擦の再燃による世界経済の減速懸念や
為替の円高進行、景気後退の予兆とされる米国の長短金利の逆転を受けて米国株式が弱含んだことなど
を背景に、期末にかけて再び下落しました。
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当ファンドのポートフォリオ  （2019年2月28日～2019年8月27日）
当ファンドはアライアンス・バーンスタイン・日本バリュー株マザーファンド（以下「マザーファンド」

ということがあります。）受益証券への投資を通じて、わが国の株式を中心に投資し、長期的な信託財
産の成長を目指します。

当ファンドはほぼ全額をマザーファンド受益証券に投資しました。

＜マザーファンド＞
運用にあたっては、当期も引き続き、ファンダメンタル分析と定量分析の融合によって中期的な収益

性と比較して株価が割安になっている銘柄を厳選するという投資方針を維持しました。その結果、セク
ター別では、資本財・サービス・セクターや情報技術セクターの比率が上昇し、一般消費財・サービス・
セクターや素材セクターなどの比率が低下しました。

個別銘柄では、山九やＵＴグループを新規に組み入れました。山九は、工業施設向けの物流やメンテ
ナンス・サービス事業において、高い競争力を背景にシェアを拡大しています。老朽化の進んだ製鉄所
などにおける大規模メンテナンス作業の需要が見えているにもかかわらず、株式市場では割安に放置さ
れていると判断しました。ＵＴグループは製造業人材派遣大手で、自動車や電機など、給与水準が比較
的高い企業を主な顧客としており、派遣労働の活用拡大や外国人労働者の受け入れ増加などの恩恵を受
けるとみています。派遣労働は景気悪化の影響を受け易い業種であることがバリュエーションのディス
カウント要因となっていますが、同社については、景気下降局面でも持ちこたえられるよう、各派遣先
におけるシェア首位を確保する戦略を採っていることを評価しています。一方、日立キャピタルやニコ
ンなどを全て売却しました。日立キャピタルは、同社の中国における大口の貸し倒れを理由に業績発表
が遅延したことを受け、不透明要素が許容範囲を超えると判断しました。ニコンは、デジタルカメラ市
場で競合会社が価格攻勢を強めていることが、同社の収益に影響を及ぼすと判断しました。

株式の組入比率は期を通じて高い水準を維持しました。

マザーファンドのセクター別組入比率
期首（前期末）（2019年2月27日現在） 当期末（2019年8月27日現在）

一般消費財・
サービス
19.3％

素材
14.4％

資本財・
サービス
11.3％

コミュニケーション・
サービス
10.8％

金融
9.5％

生活必需品
9.4％

情報技術
9.4％

ヘルスケア
7.4％

エネルギー 4.4％
不動産 2.3％ 公益事業 0.7％

現金その他 1.0％
一般消費財・

サービス
15.0%

資本財・
サービス
14.0%

素材
11.9%
素材

11.9%
コミュニケーション・

サービス
11.6%

情報技術
11.5%

ヘルスケア
8.0%

生活必需品
8.0%

金融
8.0%

エネルギー
4.2%

不動産
3.0%

公益事業 0.6% 現金その他4.1%

（注）組入比率はアライアンス・バーンスタイン・日本バリュー株マザーファンドの純資産総額に対する割合です。

※セクターは、当期からMSCI／S&PのGlobal Industry Classification Standard（GICS）の分類で表示しています。期首（前期末）
データも同じくGICSの分類により表示しました。
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基準価額 ベンチマーク

基準価額とベンチマークの対比（騰落率）
（％）
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（注）基準価額の騰落率は分配金込みです。
（注）ベンチマークは、TOPIX（東証株価指数、配当込み）です。詳細は

3ページをご参照ください。

当ファンドのベンチマークとの差異  （2019年2月28日～2019年8月27日）
ベンチマークとの比較では、当期は、セクター配分、

銘柄選択ともにマイナス要因となりました。

セクター配分では、素材セクターやエネルギー・セ
クターのオーバーウェイトなどがマイナス要因となり
ました。

銘柄選択では、ヘルスケア・セクターにおける選択
などはプラス要因となったものの、一般消費財・サー
ビス・セクターや資本財・サービス・セクター、生活
必需品セクターにおける選択などはマイナス要因とな
りました。個別銘柄では、ＩＨＩ、いすゞ自動車、セ
ブン＆アイ・ホールディングスなどの保有がマイナス
要因となりました。一方、任天堂、富士通、日本新薬
などの保有はプラスに寄与しました。
※ セ ク タ ー は、 当 期 か らMSCI／S&PのGlobal Industry 

Classification Standard（GICS）の分類で表示しています。
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分配金  （2019年2月28日～2019年8月27日）
当期の収益分配については、配当等収益に基づき、基準価額水準、市場動向等を勘案し、見送ること

としました。なお、収益分配に充てなかった利益については、信託財産内に留保し「運用の基本方針」
に基づいて運用を行います。

○分配原資の内訳
 （単位：円、1万口当たり、税込み）

項 目
第21期

2019年2月28日～
2019年8月27日

当期分配金 －
（対基準価額比率） －％

当期の収益 －
当期の収益以外 －

翌期繰越分配対象額 14,638
（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の当期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。
（注）「当期の収益」、「当期の収益以外」は小数以下切り捨てで算出しているため合計が「当期分配金」と一致しない場合があります。
（注）上記表は、経費控除後の数値です。

今後の運用方針
引き続き、マザーファンド受益証券にほぼ全額投資する方針です。

＜マザーファンド＞
グローバル株式市場は、2019年年初に好調なスタートを切った後、上げ幅を縮小する展開となってい

ます。たびたび株価の変動幅が拡大する局面に見舞われており、経済成長の鈍化や通商問題の激化など
に対する投資家の懸念の強さを反映しています。一方、ＦＲＢを始めとする各国の中央銀行は、景気下
支えのために金融政策を緩和方向へと舵を切っており、さらに財政面でも多くの国々で景気浮揚策が視
野に入っています。

投資環境に関しては、長期的な観点からすると、市場が悲観しているほどには悪くはない可能性があ
ります。短期的な落ち込みがあっても、大きな危機につながりかねない過熱の兆しは見られません。また、
日本企業各社による新年度の業績予想はかなり保守的なものが多いため、年度後半にはむしろ業績予想
修正のモメンタムが上ぶれしてくる可能性もあります。

こうした不透明性の高い市場環境において、マザーファンドでは、引き続き個別企業リサーチに基づき、
通商問題や短期的な景気サイクルの影響を受けにくい銘柄の中から、割安な銘柄を厳選するボトムアッ
プでのポートフォリオ構築に注力しています。景気敏感セクターとされる領域においても、外部要因の
影響を受けにくいビジネスモデルを持つ企業は発掘可能であると考えています。
※将来の市場環境の変動等により、当該運用方針が変更される場合があります。
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お知らせ
該当事項はございません。

当ファンドの概要

商 品 分 類 追加型投信／国内／株式
信 託 期 間 2009年2月24日（当初設定日）から2024年2月27日までです。

運 用 方 針 アライアンス・バーンスタイン・日本バリュー株マザーファンド受益証券への投資を通じて、長期的な信託財産
の成長を図ることを目標に運用を行います。

主要投資対象

アライアンス・バーン
スタイン・日本プレミア・
バリュー株投信

アライアンス・バーンスタイン・日本バリュー株マザーファンド受益証券に投資し
ます。

アライアンス・バーン
スタイン・日本バリュー株
マザーファンド

主としてわが国の株式に投資します。

運 用 方 法

①マザーファンドを通じて、主としてわが国の株式に分散投資します。
②ボトムアップ・アプローチをベースとしたバリュー株式運用を行います。
③TOPIX（東証株価指数、配当込み）をベンチマークとします。
④ マザーファンドの運用の一部は、アライアンス・バーンスタイン（ＡＢ）のグループ会社に委託することがあ

ります。
⑤ファミリーファンド方式で運用を行います。

分 配 方 針

毎決算時に、原則として以下の方針に基づき分配を行います。
①分配対象額の範囲は、経費控除後の利子・配当等収益および売買益（評価益を含みます。）等の全額とします。
② 分配金額は、委託者が基準価額水準、市場動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象額が少額の場合には、

分配を行わないこともあります。
③留保益の運用については、特に制限を設けず、「基本方針」および「運用方法」に基づいて運用を行います。
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（参考情報）

○当ファンドと代表的な資産クラスとの騰落率の比較

最大値（当ファンド） 最大値 最小値（当ファンド） 最小値 平均値

（％）
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-20
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当ファンド 日本株 先進国株 新興国株 日本国債 先進国債 新興国債

（2014年8月末～2019年7月末）

（単位：％）
当ファンド 日本株 先進国株 新興国株 日本国債 先進国債 新興国債

最大値 40.3 41.9 34.1 37.2 9.3 19.3 19.3
最小値 △ 24.9 △ 22.0 △ 17.5 △ 27.4 △ 4.0 △ 12.3 △ 17.4
平均値 7.5 9.3 10.6 6.9 2.0 2.7 1.4

（注）上記グラフは、当ファンドおよび他の代表的な資産クラスについて、2014年8月～2019年7月の5年間の各月末における直近1年間の騰落率の最大・
最小・平均を表示し、定量的に比較できるように作成したものです。なお、すべての資産クラスが当ファンドの投資対象とは限りません。

（注）当ファンドの年間騰落率は分配金再投資基準価額に基づき計算した騰落率ですので、実際の基準価額に基づき計算した年間騰落率とは異なる場合
があります。

《各資産クラスの指数》
日 本 株……TOPIX（東証株価指数、配当込み）
先進国株……MSCI － KOKUSAI インデックス（配当込み、円ベース）
新興国株……MSCIエマージング・マーケット・インデックス（配当込み、円ベース）
日本国債……NOMURA － BPI国債
先進国債……FTSE世界国債インデックス（除く日本、円ベース）
新興国債……JPモルガン・ガバメント・ボンド・インデックス－エマージング・マーケッツ・グローバル・ダイバーシファイド（円ベース）

※各指数についての説明は、P12の「代表的な資産クラスとの騰落率の比較に用いた指数について」をご参照ください。

（注）海外の指数は、為替ヘッジなしによる投資を想定して、円換算しております。
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当ファンドのデータ
組入資産の内容  （2019年8月27日現在）

○組入ファンド
銘 柄 名 第21期末

％
アライアンス・バーンスタイン・日本バリュー株マザーファンド 99.8

組入銘柄数 1銘柄
（注）組入比率は純資産総額に対する評価額の割合です。
（注）組入銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載しております。

○資産別配分

親投資信託受益証券
99.8％

親投資信託受益証券
99.8％

その他
0.2％

○国別配分

日本
99.8％
日本
99.8％

その他
0.2％

○通貨別配分

円
99.8％
円

99.8％

その他
0.2％

（注）比率は当ファンドの純資産総額に対する割合です。
（注）国別配分につきましては発行国を表示しております。

純資産等

項 目 第21期末
2019年8月27日

純 資 産 総 額 378,634,619円
受 益 権 総 口 数 174,934,817口
1万口当たり基準価額 21,644円

（注）期中における追加設定元本額は4,359,892円、同一部解約元本額は12,034,902円です。
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組入ファンドの概要

アライアンス・バーンスタイン・日本バリュー株マザーファンド
当マザーファンドの当計算期間の運用経過等については、「運用報告書（全体版）」をご覧ください。運用報告書（全体版）の入手方法は、表紙ページの一番下の段に記載しております。

（円）

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

36,000

2018/3 2018/5 2018/7 2018/9 2018/11 2019/1期首 当期末

（2018年2月28日～2019年2月27日）
【基準価額の推移】 【１万口当たりの費用明細】

（2018年2月28日～2019年2月27日）

項 目 当 期
金 額 比 率

円 ％
（a） 売 買 委 託 手 数 料 14 0.043

（ 株 　 式 ） （14） （0.043）
（b） そ の 他 費 用 0 0.000

（ そ の 他 ） （ 0） （0.000）
合 計 14 0.043
期中の平均基準価額は、31,606円です。

（注）上記項目の概要につきましては、運用報告書（全体版）をご参照ください。
（注）期中の費用（消費税等の課されるものは消費税相当額を含めて表示）は、

追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出し
た結果です。

（注）各金額は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。ただし、平均
基準価額は円未満切り捨て。

（注）各比率は、1万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）
を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数
第3位未満は四捨五入してあります。

【組入上位10銘柄】
（2019年2月27日現在）

銘 柄 名 業 種 / 種 別 等 通 貨 国（ 地 域 ） 比率
％

1 日本電信電話 情報・通信業 円 日本 5.2
2 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 円 日本 4.4
3 ＪＸＴＧホールディングス 石油・石炭製品 円 日本 4.4
4 日本たばこ産業 食料品 円 日本 3.8
5 富士通 電気機器 円 日本 3.7
6 ＳＵＢＡＲＵ 輸送用機器 円 日本 3.4
7 セブン＆アイ・ホールディングス 小売業 円 日本 3.3
8 任天堂 その他製品 円 日本 3.2
9 三菱商事 卸売業 円 日本 3.1
10 パナソニック 電気機器 円 日本 3.1

組入銘柄数 44銘柄
（注）比率は、純資産総額に対する割合です。
（注）組入銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載しております。
（注）国（地域）につきましては発行国を表示しております。

【資産別配分】

国内株式
99.0％
国内株式
99.0％

その他
1.0％

【国別配分】

日本
99.0％
日本
99.0％

その他
1.0％

【通貨別配分】

円
99.0％
円

99.0％

その他
1.0％

（注）比率は当マザーファンドの純資産総額に対する割合です。
（注）国別配分につきましては発行国を表示しております。
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アライアンス・バーンスタイン・日本バリュー株マザーファンド
当マザーファンドの当計算期間の運用経過等については、「運用報告書（全体版）」をご覧ください。運用報告書（全体版）の入手方法は、表紙ページの一番下の段に記載しております。

（円）

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

36,000

2018/3 2018/5 2018/7 2018/9 2018/11 2019/1期首 当期末

（2018年2月28日～2019年2月27日）
【基準価額の推移】 【１万口当たりの費用明細】

（2018年2月28日～2019年2月27日）

項 目 当 期
金 額 比 率

円 ％
（a） 売 買 委 託 手 数 料 14 0.043

（ 株 　 式 ） （14） （0.043）
（b） そ の 他 費 用 0 0.000

（ そ の 他 ） （ 0） （0.000）
合 計 14 0.043
期中の平均基準価額は、31,606円です。

（注）上記項目の概要につきましては、運用報告書（全体版）をご参照ください。
（注）期中の費用（消費税等の課されるものは消費税相当額を含めて表示）は、

追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出し
た結果です。

（注）各金額は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。ただし、平均
基準価額は円未満切り捨て。

（注）各比率は、1万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）
を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数
第3位未満は四捨五入してあります。

【組入上位10銘柄】
（2019年2月27日現在）

銘 柄 名 業 種 / 種 別 等 通 貨 国（ 地 域 ） 比率
％

1 日本電信電話 情報・通信業 円 日本 5.2
2 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 円 日本 4.4
3 ＪＸＴＧホールディングス 石油・石炭製品 円 日本 4.4
4 日本たばこ産業 食料品 円 日本 3.8
5 富士通 電気機器 円 日本 3.7
6 ＳＵＢＡＲＵ 輸送用機器 円 日本 3.4
7 セブン＆アイ・ホールディングス 小売業 円 日本 3.3
8 任天堂 その他製品 円 日本 3.2
9 三菱商事 卸売業 円 日本 3.1
10 パナソニック 電気機器 円 日本 3.1

組入銘柄数 44銘柄
（注）比率は、純資産総額に対する割合です。
（注）組入銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載しております。
（注）国（地域）につきましては発行国を表示しております。

【資産別配分】

国内株式
99.0％
国内株式
99.0％

その他
1.0％

【国別配分】

日本
99.0％
日本
99.0％

その他
1.0％

【通貨別配分】

円
99.0％
円

99.0％

その他
1.0％

（注）比率は当マザーファンドの純資産総額に対する割合です。
（注）国別配分につきましては発行国を表示しております。
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＜代表的な資産クラスとの騰落率の比較に用いた指数について＞

○TOPIX（東証株価指数、配当込み）
TOPIX（東証株価指数、配当込み）は、東京証券取引所第一部に上場している国内普通株式全銘柄を対象とし
て算出した指数で、配当を考慮したものです。なお、TOPIXに関する著作権、知的財産権その他一切の権利は
東京証券取引所に帰属します。

○MSCI － KOKUSAI インデックス（配当込み、円ベース）
MSCI － KOKUSAI インデックス（配当込み、円ベース）は、MSCI Inc.が開発した、日本を除く世界の先進
国の株式を対象として算出した指数で、配当を考慮したものです。なお、MSCI Indexに関する著作権、知的財
産権その他一切の権利は、MSCI Inc.に帰属します。

○MSCIエマージング・マーケット・インデックス（配当込み、円ベース）
MSCIエマージング・マーケット・インデックス（配当込み、円ベース）は、MSCI Inc.が開発した、世界の新
興国の株式を対象として算出した指数で、配当を考慮したものです。なお、MSCI Indexに関する著作権、知的
財産権その他一切の権利は、MSCI Inc.に帰属します。

○NOMURA － BPI国債
NOMURA － BPI国債は、野村證券株式会社が発表している日本の国債市場の動向を的確に表すために開発さ
れた投資収益指数です。なお、NOMURA － BPI国債に関する著作権、商標権、知的財産権その他一切の権利は、
野村證券株式会社に帰属します。

○FTSE世界国債インデックス（除く日本、円ベース）
FTSE世界国債インデックス（除く日本、円ベース）は、FTSE Fixed Income LLCにより運営され、日本を除
く世界主要国の国債の総合収益率を各市場の時価総額で加重平均した指数です。なお、FTSE世界国債インデッ
クスに関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は、FTSE Fixed Income LLCに帰属します。

○JPモルガン・ガバメント・ボンド・インデックス－エマージング・マーケッツ・グローバル・ダイバーシファイド（円ベース）
JPモルガン・ガバメント・ボンド・インデックス － エマージング・マーケッツ・グローバル・ダイバーシファ
イド（円ベース）は、J.P. Morgan Securities LLCが算出、公表している、新興国が発行する現地通貨建て国
債を対象にした指数です。なお、JPモルガン・ガバメント・ボンド・インデックス － エマージング・マーケッ
ツ・グローバル・ダイバーシファイドに関する著作権、知的財産権その他一切の権利は、J.P. Morgan 
Securities LLCに帰属します。
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